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作成年度 平成２８年度

森林整備加速化・林業再生基金
変更事業計画書

山　　梨　　県

区分：強い林業・木材産業構築緊急対策

区分：林業成長産業化総合対策



第１．基本的事項

１．都道府県の森林整備及び林業・木材産業の現状と課題

２．施策の基本方針

　特記事項なし

　本県の森林は、木材として利用可能な高齢級の人工林が増加しつつあることから、保育間伐から搬出間伐へ移行するとともに、計
画的な森林整備を推進し森林の公益的機能の維持・増進と木材の循環利用を図る必要がある。
　しかしながら、木材価格の長期的低迷や経営コストの上昇などによる採算性の悪化等の厳しい経営環境の中で、森林所有者の森
林への関心も低下していることから、森林組合等が森林施業の集約化、効率的な路網整備、高性能林業機械の導入等に取り組み、
低コストで着実な森林整備を実施することが課題である。
　また、県内の製材工場の多くは、需要に対応した製材品を安定的に供給できる体制の整備が遅れていることから、生産加工技術
の向上と効果的な施設整備を進め、高品質な製品を供給する加工・流通体制の構築を推進する必要がある。
　さらに、森林・林業・木材産業を支える担い手の高齢化や減少に伴い、専門技術を有した人材の確保・育成や林業就業環境の改善
が課題である。

　平成２７年１２月に策定した「やまなし森林・林業振興ビジョン」に基づき、計画的な森林整備を推進し、公益的機能の発揮と木材生
産を両立させる持続的な森林経営を確立するとともに、森林資源を有効に活用し、特用林産物の生産体制の整備と山村地域の基幹
産業である林業・木材産業の再生と雇用の創出による山村地域の活性化を図ることとしている。
　また、森林・林業・木材産業等が目指す将来像を示した上で、「材」「エネルギー」「場」の３つのキーワードごとに基本方針、施策の
展開方向を明確にし、森林資源の循環利用による成長産業化を目指す。
具体的取り組みについては以下のとおり
　
○材
　・新技術の進展等を契機とした県産材の需要拡大
　・施業集約化、路網整備、高性能機械の導入等による生産性の向上
　・森林・林業・木材産業を支える担い手の確保・育成
○エネルギー
　・木材資源のエネルギー利用の促進
　・木質バイオマスの安定供給体制の確立
　・地域密着型の利用・供給システムの推進
○場
　・森林空間を活用した都市住民との交流や機会の創出
　・地域資源や特用林産物等を活かした地域活性化と新たな事業の創出
　・健全な森林づくりや山地保全対策の推進、事前防災・減災対策の強化

３．地域材の需要拡大と安定的・効率的な生産・供給体制の構築等に関する考え方

　平成２３年３月に策定した「山梨県内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針」に基づき、県有施設や公共土木
工事への県産材の利用拡大を図り、県産材の地産地消を進める。また、履歴が明確な県産認証材や、本県の県有林で取得している
ＦＳＣ認証材の持つブランド力を活かし、住宅資材への利用促進や、新たな製品開発に対する助成など、多角的な視野から県産材の
活用を推進し、需要拡大に取り組む。
　さらに、品質・性能の確かな県産材製品を供給するため、県内の木材加工業者に対し、乾燥技術の向上などの技術的な指導や生
産性を向上させる施設整備への支援を行うほか、素材生産者と木材加工業者との連携を強化し、安定した供給体制を構築する。

４．その他



第２．全体目標及び事業実施期間等

１．全体目標

数値 単位 年度 数値 単位 年度

素材生産量 県内の素材生産量 151,000 m3 25 310,000 m3 31

地域材の利用量
木造公共施設等整備事業
に係る地域材使用量 0 m3 26 256 m3 31

（注）
１　変更前の目標等については、それぞれの欄の上段にカッコ書きで記入すること。
２　間伐実施面積については、本事業による間伐面積とし、目標年度は事業完了年度を原則とする。（復興木材安定供給等対策を
　実施する場合のみ記載することとし、それ以外の場合は省略可）
３　間伐材利用量については、事業を計画するエリアにおける間伐材利用量とし、目標年度は事業完了年度の翌年度から３年目を
　原則とする。（復興木材安定供給等対策を実施する場合のみ記載することとし、それ以外の場合は省略可）
４　地域材の利用量については、本事業における地域材の利用量とし、目標年度は事業完了年度の翌年度から３年目を原則とし、
　当該指標が設定できない都道府県においては、本対策において実施するメニューの個別指標を記載する。
５　その他、設定すべき指標がある場合は、追記すること
*　行については、適宜加除のこと。

２．事業実施期間等

基金存続期間 まで

まで

まで

まで

まで

備考
現状値 目標値

全体指標 目標設定の考え方

強い林業・木材産業構築緊急対策

－

区　　　分 事業実施期間等

事業実施期間

林業成長産業化総合対策

森林整備加速化・林業再生対策

平成２９年度末

平成２８年度末

平成２８年度末

復興木材安定供給等対策



第３．基金保有額及びメニューごとの事業費等

１．復興木材安定供給等対策

（１） 基金保有額

（単位：円）

財 源 交 付 額 運 用 益
基 金 へ の
返 還 額

基 金 へ の
納 付 額

前年度まで
の執行額（実
績 ）

国 庫
返 還 額

基 金 残 額

平成23年度
補 正 予 算
（ 第 ３ 号 ）

420,000,000 289,400 157,793,007 262,496,393

H27年度返還済み

（２） メニューごとの事業費等

（金額の単位：円）

数 量

－
ha

m

ha

台

施設

施設

ｍ3

－

－

注１）基金事業費は国費のほか、運用益等を含めた額を記載すること。

注２）「地方負担額」は、都道府県及び市町村の負担額を記載すること。

事 業 実 施 年 度 平 成 ２ ８ 年 度

メ ニ ュ ー 基 金 事 業 費 備　　　　　　　考

１．地域協議会の運営、調査・調整、計
画作成、普及等

２．間伐等

３．林内路網整備

４．森林境界の明確化

５．高性能林業機械等の導入

６．木材加工流通施設等整備

７．木質バイオマス利用施設等整備

８．流通経費支援

※指導等事業

合　　　　　　　　　　計　（ａ）



第３．基金保有額及びメニューごとの事業費等

２．強い林業・木材産業構築緊急対策

（１） 基金保有額

（単位：円）

財 源 交 付 額 運 用 益
基 金 へ の
返 還 額

基 金 へ の
納 付 額

前年度までの
執 行 額
（ 実 績 ）

国 庫
返 還 額

基 金 残 額

平成24年度
補 正 予 算
の う ち
整備費補助金
に 係 る 分

1,231,394,000 653,452 1,172,871,000 59,176,452

（２） メニューごとの事業費等

（金額の単位：円）

数 量

施設

施設

1

施設

1施設
1台

－

－

注１）基金事業費は国費のほか、運用益等を含めた額を記載すること。

注２）「地方負担額」は、都道府県及び市町村の負担額を記載すること。

事 業 実 施 年 度 平 成 ２ ８ 年 度

メ ニ ュ ー 基 金 事 業 費 備　　　　　　　考

１．木材加工流通施設等整備

２．木造公共施設等整備
21,000,000

合　　　　　　　　　　計　（ｂ） 58,150,000

３．木質バイオマス利用施設等整備 37,150,000

※指導等事業



第３．基金保有額及びメニューごとの事業費等

３．林業成長産業化総合対策

（１） 基金保有額

（単位：円）

財 源 交 付 額 運 用 益
基 金 へ の
返 還 額

基 金 へ の
納 付 額

前年度までの
執 行 額
（ 実 績 ）

国 庫
返 還 額

基 金 残 額

平成21年度
補 正 予 算

1,900,000,000 2,532,176 1,900,650,454 339,317 1,542,405

平成22年度
予 備 費

15,000,000 1,738 15,001,738

平成22年度
補 正 予 算

111,000,000 745 111,000,745

平 成 23年 度
補 正 予 算
（ 第 ４ 号 ）

41,688,000 34,958 37,168,847 4,554,111

平 成 24年 度
補 正 予 算
（整備費補助金
を 除 く ）

13,929,000 7,000 13,936,000

平成25年度
補 正 予 算 304,000,000 153,589 303,248,804 904,785

合 計 2,385,617,000 2,730,206 2,381,006,588 339,317 7,001,301

（２） メニューごとの事業費等

（金額の単位：円）

数 量

－
－

－

施設
施設
施設
件

件

1件

件
件
件

施設
施設
施設
ｍ
ｍ
ｍ
ha
ha
ha
台
台
1台
件
件
件

－
－
－
－
－
－
－
－

－

合　　　　計

注１）基金事業費は国費のほか、運用益等を含めた額を記載すること。

注２）「地方負担額」は、都道府県及び市町村の負担額を記載すること。

※行については、適宜追加すること。

事 業 実 施 年 度 平 成 ２ ８ 年 度

メ ニ ュ ー 基 金 事 業 費 備　　　　　　　　考

１．地域協議会の運営、調査・調整、計
画作成、普及等

980,000 平成21年度補正予算

２．木造公共施設等整備

３．木質バイオマス利用施設等整備

6,000,000
平成21年度補正予算
平成23年度補正予算
平成25年度補正予算

４．ＣＬＴ等新製品・新技術の実証・展示
加速化対策

５．木材加工流通施設等整備

６．木材の効率的な供給に向けた路網
整備

７．森林境界の明確化

８．高性能林業機械等の導入

９．原木しいたけ再生回復緊急対策

※指導等事業

合　　　　　　　　　　計　（ｃ）

1,542,000 平成21年度補正予算
平成22年度予備費
平成22年度補正予算

4,554,000 平成23年度補正予算（第４号）
平成24年度補正予算

884,000 平成25年度補正予算

6,980,000


